入札手続関係様式

１　様式
	様式番号
	様式名

	様式１
	一般競争入札参加資格確認申請書

	様式２
	誓約書

	様式３
	入札書

	様式４
	辞退届

	２　参考資料

	参考資料１
	入札説明書の４（７）「借入物品の仕様に適合した物品及び数量を確実に納入できることを証明」の書類作成例

	参考資料２
	入札説明書の４（８）「借入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証明」の書類作成例


（様式１）

一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日
地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（連絡先　　　　　　　　　　　　　　）
令和　　年　　月　　日付けで公告のあった「業務用端末機器賃貸借」に係る一般競争入札に参加したいので、入札に参加する資格等の確認について、確認資料を添えて申請します。
なお、申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　入札公告のあった借入物品の名称及び数量

　　　業務用端末機器
　　　　ノート型パーソナルコンピュータ　　　　３台　
２　添付書類

（１）借入物品の仕様に適合した物品及び数量を確実に納入できることを証明する書類

（２）借入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証明する書類

（様式２）

誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年　　月　　日付けで公告のあった「業務用端末機器賃貸借」に係る一般競争入札に参加するにあたり、下記のとおり誓約いたします。

記
１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しておりません。

２　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けている者に該当しておりません。

３　会社更正法（平成14年法律第154号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者に該当しておりません。

４　破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づき破産手続開始の申立てをし、又は申立てがなされている者に該当しておりません。
５　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号までに規定する者に該当しておりません。

６　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号。以下「要項」とい
う。）に基づく物品調達等競争入札参加資格があって、同要項第５条に規定する物品調達等競争入札
参加有資格者名簿に登録がなされている者に該当しております。

ただし、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名停止の措置を受けている期間中の
者に該当しておりません。
（様式３）
入　　札　　書

令和　　年　　月　　日
地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名
（代理人）住所又は所在地

商号又は名称
氏名
　入札説明書等に指示された事項を承知のうえ、下記のとおり入札します。

記

１　借入物品名　
　　業務用端末機器
２　金額（消費税抜きの月額を記載すること。）

	金
	十


	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


注意事項

１　入札書に記載する金額は、借入物品一式に対する賃借料（令和７年９月１日から令和12年８月31日まで）の月額とする。

２　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の110を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって、落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額（整数）を入札書に記載すること。
（様式４）
辞　　退　　届
令和　　年　　月　　日
地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付けで公告のあった「業務用端末機器賃貸借」に係る一般競争入札に関して、辞退いたします。

記
１　案件名
　　「業務用端末機器賃貸借」
２　開札日
　　令和７年８月８日

３　開札場所
　　茨城県水戸市笠原町978番25　
茨城県開発公社ビル７階　茨城県総務部総務事務センター内　　打合せ室

４　辞退事由
　　
（参考資料１）

証　　明　　書

令和　　年　　月　　日

地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　私（弊社）は、入札公告に示された借入物品の仕様に適合した物品及び数量を下記のとおり確実に納入できることを証明します。

記

１　納入予定物品

　（１）機種名等

　　　①メーカー：（株）○○○コンピューター製造

　　　　機種名称：ノート型パーソナルコンピュータ○○○○○○○○○○

　　　　型　　番：△△△－□□□□□□□□□□

　（２）主なスペック

　　　①ノート型パーソナルコンピュータ

　　　　Windows11Professional（64bit版）

　　　　CPU ○○社△△△（動作クロック1.8GHz）、メインメモリ16GB

SSD512GB、DVD-ROM（読み込み最大８倍速）

15インチカラーTFT液晶ディスプレイ（1366ドット×768ドット）

日本語キーボード、ポインティングデバイス内蔵

　　　　Microsoft Office Home & Business2016（64bit版）光学式マウス添付

２　納入台数　
　　ノート型パーソナルコンピュータ　　　　３台　
※カタログ（該当ページのみ）等を添付してください。
（参考資料２）
アフターサービス・メンテナンス体制

令和　　年　　月　　日

地方公務員災害補償基金茨城県支部　支部長　大井川　和彦　殿
住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

アフターサービス・メンテナンス体制は、下図のとおりです。
	保守体制図
　　　　　○○保守サービスセンター

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　○○部品供給センター
　　　茨城支店

　　　　　　　水戸営業所　水戸市○○町　
コールセンター　

受付：平日9:00～17:00

　　●障害発生時の対応

　　　　①地方公務員災害補償基金茨城県支部からコールセンターに電話連絡
　　　　②コールセンターにて障害内容のヒアリング

　　　　③コールセンターが水戸営業所に保守の手配

　　　　④水戸営業所のエンジニアによる現地対応

※既存のパンフレット等に保守体制図等が掲載されている場合、本紙に該当ページのコピーを添付していただいても結構です。（本紙には「別添のとおり」と記載してください。）


